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新入社員のストレス反応・身体的自覚症状
及び生理学的指標の関連の検討

代島　奈穂子・森　和代

キーワード：ストレス反応　身体的自覚症状　生理学的指標

抄録：本研究は，新入社員の雇い入れ時健康診断の結果を分析することにより，入社時のスト
レス反応・身体的自覚症状・生理学的指標及び喫煙習慣・飲酒習慣の関連性を明確にすること
を目的とする。首都圏にある某企業の雇用時健康診断を受診したもののうち，データがすべて
揃っている新入社員336名（男性282名 平均年齢23.4歳±2.2　女性58名 平均年齢23.2歳±
1.7）の健康診断結果を統計学的に分析した。その結果，女性において身体的自覚症状の有無と
AST値の間に有意差が（t （56） =2.19，p<.05）が認められ，男性においてBMI判定群によるス
トレス反応点数の分布に，有意差（P=.04）が認められた。そして，男女共に身体的自覚症状の
ある人の方がストレス反応において高い得点に分布していると認められた（p<.05）。また，ス
トレス反応項目を不安感・イライラ感・疲労感・抑うつ感に分類して点数化し，身体的自覚症
状の有無との関連を検定した結果，男性において身体的自覚症状のある人の方が抑うつ感にお
いて高い得点に分布している（p<.05）ことが認められた。そして，男性において飲酒習慣の違
いにより身体的自覚症状点数分布に有意差（P=.01）が認められた。これらは，今後，心身の健
康教育に際し有用な資料になると考える。

1．背景
厚生労働省では，国，事業者，労働者が一体となって総合的かつ計画的に労働者の安全と健
康を守るために様々な事業を展開してきた。しかし未だに労働者の心身の健康が十分に守られ
ていないのが現状である。筆者が勤務していた企業でも，メンタルヘルス不調者は増加の一途
であった。心・身体・生活習慣等を総合的に検討したうえで，労働者への保健指導を行えば，
労働者の心身の健康の確保・増進が期待出来るのではないかと考える。
我が国の経済社会は，経済活動の国際化，情報化の一層の進展，サービス経済化，ホワイト
カラー化，非正規社員の雇用の増加，規制改革等による産業構造の変化が急速に進展している。
これらは労働者のストレス要因となり得るため，ストレス反応として心身両面の健康障害を引
き起こしていると推測される（河野，2009）。
1）労働者の心身の健康の状況

平成19年労働者健康状況調査の精神的ストレス等の状況（2007. 厚労省）では，自分の仕事
や職業生活に関して強い不安，悩み，ストレス（以下「仕事でのストレス」という。）が「ある」
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とする労働者の割合は，昭和62年より平成19年迄55％以上で推移している。
このような状況のなかで，我が国の労働者の自殺者数は，平成10年からは8千人～ 9千人前
後で推移しており，業務による心理的負荷を原因として精神障害を発症し，自殺したとして労
災認定される事も増加している。自殺が生じやすいのはうつ病の初期，あるいは回復期である
（大森，1999）ことから，うつ病を発症する前段階での対策が必要と考えられる。
そして，労働者の身体の健康状況では，将来の健康状態への不安がある者の割合は，平成14

年の76％から平成19年の81％へと増加しており（労働者健康状況調査報告 平成19年），定期
健康診断における有所見率も，平成11年の43％から平成20年の51％へと増加し続けている。
ストレスが造血系・循環器系に影響を及ぼす（村上，1994）ことから，メンタルヘルス不調者
の増加と健康診断での有所見者の増加の間に関連があると考えられる。
2）国の対応

厚生労働省（旧厚生省）は，平成12年3月に，「21世紀における国民健康づくり運動（健康日
本21）の推進について」 を公表し，一次予防に重点を置いた対策を強力に推進することにした。
しかし，平成23年10月に発表された最終結果では，目標を達成したものは16.9％にとどまっ
た。
また，厚生労働省（旧労働省）では，働く人の健康の保持増進に資するため，昭和63年から

THP（トータル・ヘルスプロモーション・プラン）を愛称として，働く人の心とからだの健康
づくりを推進している。
厚生労働省は平成17年11月に労働安全衛生法を改正し，平成18年3月に，同法第70条の2

に基づく指針として「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（新指針）を公示した。しか
しながら，労働者の受けるストレスは拡大する傾向にあり，精神障害等に係る労災補償事例は，
増加傾向にあるため，厚生労働省は平成18年3月「労働者の心の健康の保持増進のための指
針」を策定した。
3）企業の対応

職場におけるメンタルヘルス対策の実施状況は，平成19年の労働者健康状況調査において，
メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所の割合は，33.6％と平成14年の前回調査の23.5％
を上回る結果となっている。しかしながら，100人未満の事業所においては半数以上が，メン
タルヘルスケアの取り組みが行われていない。

2．目的
背景で述べたように，多くの企業が従業員の心身の健康対策に追われている。研究対象の企
業では，2008年3月に施行された労働契約法の第5条 労働者の安全への配慮義務への対策とし
てとして，2005年より入社時・管理職登用時・随時の希望部署へのメンタルヘルス教育・個別
相談・年に一度行われる定期健康診断時の問診票でストレス反応の高い者への個別相談を行
い，且つ，EAPと契約し従業員は外部機関にも相談出来る体制を整えている。しかしながら心
の病で休職する人は減少していないという現状がある。
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メンタルヘルス不調は身体の健康の不調としてもあらわれるため，心と身体の健康状況を合
わせてフォローしていく必要があると考えられる。また身体の健康に影響を及ぼすと言われて
いる喫煙・飲酒等の生活習慣とメンタルヘルスの関係も明らかにしてみる必要がある。
そこで本研究では，健康診断結果の生理的指標・ストレス反応・身体的自覚症状・生活習慣
の間に関連をみいだすことを目的とする。

3．方法
1）調査時期および調査対象者

首都圏にある某企業の2006年から2009年雇用時健康診断を受診したもののうち，データが
すべて揃っている新入社員340名（男性282名 平均年齢23.4歳±2.2　女性58名 平均年齢23.2

歳±1.7）を対象者とした。
2）調査内容

調査項目は，生理学的指標と問診項目である。生理学的指標は，身長・体重・BMI・収縮期
血圧・拡張期血圧と血液検査　High Density Lipoprotein（以下HDL）・中性脂肪・Low Density 

Lipoprotein（以下LDL）・アスパラギン酸アミノトランスフェラーゼ（以下AST）・アラニンア
ミノトランスフェラーゼ（以下ALT）・γグルタミルトランスペプチダーゼ（以下γ -GTP），問
診項目は，身体的自覚症状17項目（胸が締め付けられる様に痛む・動悸息切れがする・めまい
やたちくらみがする・喀痰が多い・胸やけがする・胃が重苦しい・みぞおちの周りが痛む・便
の色が黒い・便に血がついている・便秘下痢をする・腰が痛い・節々が痛い・首肩腰がこる・
頭重頭痛がある・飲み込む時につかえる・吐血したことがある・肉眼的血尿がある）。スレス
反応17項目（気が張っている・ゆううつだ・よく眠れない・いらいらする・ひどく疲れる・へ
とへとだ・気分が晴れない・だるい・何をするのも面倒だ・仕事が手につかない・集中出来な
い・食欲がない・怒りを感じる・悲しいと感じる・不安だ・腹立たしい・落ち着かない）。こ
のスレス反応項目は，職業性ストレス簡易調査票の心理的ストレス反応のポジティブ質問項目
の4つを除いた，ネガティブ項目が使われている。飲酒習慣（飲まない・時々飲む・よく飲む）
と1日のアルコール摂取量（酒の種類・酒量・週の頻度），喫煙習慣（吸わない・止めた・吸う）
と禁煙年数・1日の喫煙本数・喫煙年数・喫煙指数である。
3）調査方法

調査票は，外部健康診断実施機関の作成した健康診断個人票を利用した。各年の入社2日目
の雇用時健康診断において，生理的指標の検査は外部健康診断実施機関が実施，ストレス反応
と身体的自覚症状及び喫煙・飲酒に関する問診票は前日の夕方に各自記入した。
4）倫理面への配慮

研究に使用したデータは最初に個人を特定出来るような会社名・氏名等はすべて削除され
た。対象者個人への研究についての了解は，対象企業が社内web経由で情報の取得・研究・分
析に使用する事への了承を得ており，分析にあたり対象企業の許可を得ている。
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5）分析方法

統計処理はSPSS 19.0を使用した。性差がみられるか確認したところ，生理学的指標におい
てLDL以外に性差が認められたので男女別に分析した。ストレス反応点数及び身体的自覚症
状点数が正規分布をしていなかったため，それらの検定にはノンパラメトリック検定のマン・
ホイットニー（Mann-Whitney）のU検定とKruskal-wallis検定を用いた。　　　
生理的指標は，測定値を各々の基準値に基づき2群に分類し，正常値を1点，異常値を2点と
し生理的指標点数とした。身体的自覚症状は，17の質問項目から自分自身で症状が重いと感じ
るものを優先に6つまで選択し，3件法で回答されたものを，「常時ある」を3点，「よくある」
を2点，「時々ある」を1点，訴えのないものを0点とし，合算して身体的自覚症状点数とした。
ストレス反応は，17の質問項目から自分自身で症状が重いと感じるものを優先に6つまで選択
し，3件法で回答されたものを，「常時ある」を3点，「よくある」を2点，「時々ある」を1点，
訴えのないものは0点とし，合算してストレス反応点数とした。またストレス反応の各項目を，
職業性ストレス簡易調査票（下光・原谷ほか，2000，中央労働災害防止協会，2010）を参考に
し，不安感・イライラ感・疲労感・抑うつ感に分類した。分類は不安感は気が張っている・不
安だ・落ち着かない，イライラ感はいらいらする・怒りを感じる・腹立たし，疲労感はだる
い・ひどく疲れる・へとへとだ，抑うつ感はゆううつだ・何をするのも面倒だ・気分が晴れな
い・集中出来ない・仕事が手に付かない・悲しいと感じるとし，項目毎に集計し点数化した。

4．結果
1）雇用時健康診断より得られた情報�

雇用時健康診断の生理学的指標の検査
結果（Table1）は，全国平均と差異がな
く，正規分布をしていた。従来の研究結
果でも示されているように，男性では
BMIと中性脂肪（r =.458, p<.01），AST

（r =.406, p<.01），ALT（r =.497, p<.01），
γ -GTP（r =.404, p<.01）において中程度
の相関がみられ，女性ではBMIと，拡張
期 血 圧（r =.427, p<.01）， 中 性 脂 肪
（r =.564, p<.01）において中程度の相関
がみられた。
身体的自覚症状点数は，男性 1.4±

2.0，女性平均1.5±2.3であった。スト
レス反応点数は，男性が平均1.4±2.4，
女性2.1±3.2であった。また，イライラ
感点数は男性0.2±0.6，女性0.2±0.6，疲労感点数は男性0.6±1.1，女性0.6±1.2，不安感点

Table1. 生理的指標結果
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数は男性0.2±0.6，女性0.5±1.1，抑うつ感点数は男性0.5±1.1，女性0.7±1.5であった。
飲酒習慣・喫煙習慣に関しての結果をTable2.Table3.に示す。平成19年国民健康・栄養調査
報告（2007. 厚生労働省）の20代の結果と比較すると，飲酒習慣では，男女とも飲酒をする人
の割合が20％以上高く，喫煙習慣は男性では吸う人の割合が20％以上低く，女性では同程度
であった。

	 Table2. 飲酒習慣（人）	 Table3. 喫煙習慣（人）
  

2）身体的自覚症状と各生理学的指標の関連

身体的自覚症状の有無と各生理学的指標の間に関連があるか t検定を行ったところ，女性に
おいて身体的自覚症状の有無とAST値の間に有意差が（t（56）=2.19，p＜ .05）が認められた
（Figure1）。
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Figure1 身体的自覚症状の有無とAST平均値（女性）

3）ストレス反応と各生理学的指標の関連

ストレス反応と生理学的指標の間に関連がみられるかKruskal-Wallis検定を用いて比較した
結果，男性においてBMI判定群とストレス反応点数の間で有意差（p<.05）が認められた
（Figure2）。
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Figure2 BMI判定分類によるストレス反応点数の分布（男性）

4）身体的自覚症状とストレス反応の関連

身体的自覚症状の有無によってストレス反応点数の分布に差が認められるかどうかを調べる
ため，Mann-Whitney検定を用いて比較した結果（Figure3・Figure4），男女共に身体的自覚症
状のある人の方がストレス反応において高い得点に分布していることが認められた（p<.05）。

Figure3 身体的自覚症状の有無とストレス反応点数の分布（男性）

Figure4 身体的自覚症状の有無とストレス反応点数の分布（女性）

また，身体的自覚症状の有無によって，不安感・イライラ感・疲労感・抑うつ感点数の分布
に差が認められるかどうかを調べるため，Mann-Whitney検定を用いて比較した結果，男性に
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おいて，身体的自覚症状のある人の方が抑うつ感において高い得点に分布（Figure5）している
（p<.05）ことが認められた。

Figure5 身体的自覚症状の有無と抑うつ感点数の分布（男性）

5）飲酒習慣と身体的自覚症状及びストレス反応の関連

飲酒習慣による身体的自覚症状点数及びストレス反応点数の分布に差が認められるかどうか
についてKruskal-Wallis検定をした結果（Figure6），男性において身体的自覚症状点数に有意
差（p<.05）が認められた。飲酒習慣とストレス反応点数の間には有意差は認められなかった。

Figure6 飲酒習慣による身体的自覚症状点数の分布（男性）

6）飲酒習慣と喫煙習慣の関連

飲酒習慣の有無と喫煙習慣の有無を群間比較したところ，有意差（χ2 （1） =8.988, p<.01）が
認められた。

5．考察
この研究では，ストレス反応・身体的自覚症状・生理的指標及び喫煙習慣・飲酒習慣の間の
関連を明確にすることであったが，身体的自覚症状と生理学的指標（AST・BMI），ストレス反
応と身体的自覚症状の間，及び飲酒習慣と身体的自覚症状の間に関連がみられた。
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まず，男性における身体的自覚症状とASTの関連だが，身体的自覚症状のある人の方がAST

値が高値であったが，その値が正常値を超えていないので，何かの異常が認められるわけでは
ない。ただ，ASTは肝機能の指標として検査されたものであり，飲酒習慣と身体的自覚症状点
数においても関連がみられたが（Figure6），今回の研究では，因果関係は証明出来なかった。
今後の研究課題にしたい。
また，生理的指標の一つであるBMIの判定群によるストレス反応点数の分布（Figure2）に
おいて，各群間に有意差があるという結果が示されている。鷲塚ら（1999）が検討した抑うつ
感とBMI分類のやせの間に有意差があるという結果を考慮すると，正常群とやせ群間にスト
レス反応点数に差があると考えられる。西田ら（2011）のストレス過食性肥満の研究結果を考
慮すると，正常群と肥満群の差は，ストレスによるやけ食いで摂取カロリーが多くなり，肥満
になると考えられる。よって，正常群以外の群においては，その原因にストレスがないかを注
意してみる必要があることが示された。
次に，身体的自覚症状の有無でストレス反応点数の分布に差が認められるかどうかを分析し
た結果（Figure 3・Figure4），男女とも身体的自覚症状のある群の方がストレス反応点数の高
い得点に分布していることが認められた（p<.05）。また，身体的自覚症状の有無で，抑うつ感
点数の分布の差が認められるかどうかを分析した結果（Figure5）では，男性において身体的自
覚症状のある人の方が抑うつ感点数の高い得点に分布していることが認められた（p<.05）。ス
トレス反応は身体症状としてあらわれるということがこの研究でも示されたと考えられる。
そして，飲酒習慣による身体的自覚症状点数の分布に差が認められるかどうかについての分
析結果（Figure6）では，男性にp<.01で有意差が認められた。ブレスローの7つの健康習慣で
は，飲酒はしないか適量を守ることが良い健康習慣とされているが，今回の結果は，よく飲む
群と共に飲酒しない群も自覚症状点数が高かった。黒田ら（2007）の研究では，適度な飲酒で
自覚症状が少なかった。健康日本21でも適度な飲酒は認められていることから，今後の保健指
導の参考に出来るものと考える。
また，飲酒習慣の有無と喫煙習慣の有無を群間比較したところ，男性に（χ2 （1） =8.988, 

p<.01）有意差が認められた。これは飲酒出来る場所がタバコを吸いたくなる原因の1つである
（中村，2002）ことから，妥当な結果を示唆していると考えられる。社内での喫煙と飲酒の調査
結果を示しつつ禁煙指導を行うとより効果的になると考える。
最後に，今回の研究はノンパラメトリック検定であったが，正規分布していない原因として，
対象者が若い世代であり，実際にストレス反応や身体的自覚症状が無い人が多いということも
考えられる。
しかし，研究手法から考えた場合，本研究に使用した健康診断調査票は，身体的自覚症状・
ストレス反応の質問項目すべてに回答する形式ではなく，各17項目の質問から，自分自身でよ
り症状が重いと感じるものを最高で6項目迄選んで，それについて3件法で回答するという形
式になっていたことが大きな問題と考えられる。すべての質問項目に3件法で回答した場合，
異なる結果が出た可能性があると考えられる。
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また，健康診断は短時間で実施したいという企業側の考えにより，複雑な質問形式の問診票
であるのに，短時間で記入しなければいけなかったことも影響していると考える。正しい健康
診断の結果を得て，それを活用して社員の健康増進を推進するためには，問診票の記入に十分
な時間を取ることが必要であると考えられる。そして，企業内で行う健康診断では，新入社員
が記載事項を会社に知られたくないという思惑も影響しているとも考えられる。今後，健康診
断を実施する時は，問診票の記載内容で就労関して不利益が生じないことを対象者に周知徹底
した後に，質問票の記入をして貰う必要があると考える。そして，対象企業の健康診断後のフ
ォローにおいて，ストレス反応が高いということで面接指導になったと不快感を表す人が少な
くなかった。これは，ストレス反応が高いという事が健康診断受診者に精神的負担になる場合
もあると考えられる。今回の研究で，ストレス反応と身体的自覚症状に関連が認められたので，
身体的自覚症状の質問で，ストレス反応の高い人を正確に抽出出来るようさらに研究すること
も必要と考える。
研究手法の問題点については解決出来ない問題ではないと考えられるので，今後の研究の参
考にしたい。
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